
令和６年度介護保険制度改正における対応について

経過措置の終了等により令和７年度から義務づけられる取組の再周知及びその他基準
の徹底について、現時点で未整備の取組がある場合は、対応してください。





令和７年４月から事業所の運営規程の概要等の重要事項等について、「書面掲示」に加
え、インターネット上で情報の閲覧が完結するよう、原則として重要事項等の情報をウェブ
サイトに掲載、公表しなければなりません。

なお、介護サービス情報公表システムに関する問い合わせは、青森県高齢福祉保険課へ
お願いします。



業務継続計画に向けた取組の強化について

・感染症及び非常災害に係るそれぞれの業務継続計画について、厚生労働省のガイドラ
インや研修動画などを参考に、利用者が継続してサービスの提供を受けられるよう、平常
時と緊急時の対応や関係機関との連携体制などを盛り込んで作成してください。

・研修では、業務継続計画の具体的内容を従業者間で共有してください。また、全ての従
業者が参加できるようにしてください。



・訓練では、業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発生
した場合に実践するケアの演習などを行ってください。また、全ての従業者が参加できる
ようにしてください。

・業務継続計画が未策定の施設、事業所は運営基準違反となりますので、未策定の場合
は速やかに厚生労働省の資料等を参考に策定してください。

・業務継続計画未策定減算について
「令和6年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.1）（令和6年3月15日）」の問164～166のとお
りですので、確認してください。



身体的拘束等の適正化の推進について

・短期入所系、多機能系サービスは、身体的拘束等の適正化のための措置が義務付けら
れました。
・訪問系、通所系、福祉用具、介護支援サービスは、利用者又は他の利用者等の生命又
は身体を保護するため緊急やむを得ない場合に、身体的拘束等を行う際の記録が義務
付けられました。
（施設系、居住系サービスは既に義務付け）

・委員会では、具体的対策の検討を行ってください。
※身体的拘束に該当する事案がない場合でも必ず開催してください。



・研修では、身体的拘束等の適正化の基礎的内容等の適切な知識を普及、啓発するよう
にし、指針に基づき研修プログラムを作成し、定期的及び新規採用時に実施してください。
・研修の実施内容について記録してください。

・短期入所系、多機能系サービスは、令和7年4月から措置が講じられていない場合、減算
になります。
なお、施設系、居住系サービスは、既に身体拘束廃止未実施減算が適用されています。



・認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知症のかたの尊厳の保障を実
現していく観点から、介護にかかわるすべての者の認知症対応力を向上させていくため、
介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資格を有さないものについて、認知症介
護基礎研修を受講させるために必要な措置を講じることが義務づけられました。
なお、新規採用者の受講については１年の猶予期間が設けられています。

青森県ではeラーニングによる基礎研修を行っています。
詳細は青森県のホームページを確認してください。

https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/kenko/koreihoken/nintisyoukaigokisokensyuu.html



連携体制の構築について、高齢者施設内等で対応可能な医療の範囲を超えた場合に、
協力医療機関との連携の下で適切な対応が行われるよう、

居住系サービスは、
ア 以下の要件を満たす協力医療機関を定めるよう努める。
①利用者の病状の急変が生じた場合等において、医師又は看護職員が相談対応を行
う体制を常時確保していること

②診療の求めがあった場合に、診療を行う体制を常時確保していること
イ 1年に1回以上、利用者の病状の急変が生じた場合の対応を確認するとともに、協力
医療機関の名称等を市に提出

ウ 利用者が協力医療機関等から退院可能となった場合に、速やかに再入居させること
ができるよう努めること

施設系サービスは、
ア 以下の要件を満たす協力医療機関を定めることを義務付ける。
①入所者の病状の急変が生じた場合等において、医師又は看護職員が相談対応を
行う体制を常時確保していること

②診療の求めがあった場合に、診療を行う体制を常時確保していること
③入所者の病状の急変が生じた場合等において、当該施設の医師又は協力医療機
関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所者の入
院を原則として受け入れる体制を確保していること（③は病院に限る）

イ、ウは居住系と同内容



・虐待の防止のための措置に関する事項は、必ず運営規程に定めてください。

・虐待の防止のための対策を検討する委員会は、虐待等の発生の防止、早期発見に加え、
虐待等が発生した場合はその再発を確実に防止するための対策を検討する委員会であ
り、管理者を含む幅広い職種で構成し、定期的に開催してください。

・他のサービス事業者と連携して行うことや、事業所内で他の会議体を設置している場合
は一体的に運営することも可能なので、各事業所の組織形態に合わせた対応をしてくださ
い。

・また、委員会で得た結果（事業所における虐待に対する体制、虐待等の再発防止策な
ど）は、従業者に周知徹底してください。

・経済的虐待を防止する観点からの入所者、入居者の預り金等の適切な金銭管理の方
針、方法等についての具体策も検討してください。



・虐待の防止のための指針は記載内容例を参考に整備してください。

・従業者に対する研修は、虐待の防止に関する基礎的内容等の適切な知識を普及、啓発
するものとして、虐待の防止の徹底をしてください。

・指針に基づいて研修プログラムを作成して行ってください。また、研修の実施内容につい
ては必ず記録してください。

・虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者を置いてください。当該担当
者は、虐待防止検討委員会の責任者と同一の従業者が務めることが望ましいです。

・なお、研修の回数については、サービスによって回数が異なり、
居住系、施設系サービスは年2回以上、そのほかのサービスは、年1回以上です。



高齢者虐待防止措置未実施減算について
「令和6年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.1）（令和6年3月15日）」の問167～170のとお
りですので、確認してください。



・令和9年3月31日までの経過措置については、これらのとおりとなっていますので期間内
に対応するようお願いします。

・その他、令和6年度の改正に伴う内容については、昨年度の集団指導資料の「【資料1】
令和６年度介護保険制度改正等について」を再確認してください。


